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恩給の請求書

【恩給法第7条第3項】

恩給を受ける

権利を有する者
権限ある官公署 総務省

不動産等の保有の認可を受けた地縁団体に関す

る告示事項の証明書の交付請求に係る文書

【地方自治法第260条の2第12項】

証明書の請求者 市区町村 総務省

在外選挙人名簿の登録に関する決定に対する訴状

【公職選挙法第30条の9第1項、公職選挙法施行令

第23条の12】

異議申出人、

関係人
裁判所 総務省

投票用紙及び投票用封筒の交付請求書

【公職選挙法施行令第50条第1項】
選挙人

市区町村選挙管理

委員会委員長
総務省

重度の障害のある選挙人が行う不在者投票の投

票用紙（投票）

【公職選挙法第49条第2項】

選挙人 不在者投票管理者 総務省

在外投票の投票用紙及び投票用封筒の交付請求書

【公職選挙法施行令第65条の11第1項】
選挙人

在外選挙人名簿の

属する市区町村選挙

管理委員会委員長

総務省

在外投票の投票用紙（投票）

【公職選挙法第49条の2第1項第2号、公職選挙法

施行令第65条の12】

選挙人

在外選挙人名簿の

属する市区町村選挙

管理委員会委員長

総務省

① 国民側から行政機関等に対して送付する信書

信書 差出人 受取人 所管省庁

行政手続等において信書便でも送付できる
こととなった信書
※ 信書便整備法、信書便整備令、郵政民営化整備法、郵政民営化整備令により送付が可能となったもの

（条項等はその後の法改正を反映）の一覧です。
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地方税の申告、徴収の猶予の申請又は更正の請

求に係る文書

【地方税法第20条の5の3】

納税者、

特別徴収義務者
地方団体の長 総務省

固定資産税額の修正の申出に係る書類

【地方税法第364条の2第5項】
納税者 市区町村 総務省

鉱業法等の規定による不服の裁定申請書

【鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関する法

律第25条第4項】

申請者 公害等調整委員会

地方公務員等共済組合法に基づく給付の請求、申

出又は届出に係る文書

【地方公務員等共済組合法第144条の24】

組合員 地方公務員等共済組合

総務省

総務省

行政庁の処分に不服がある場合の審査請求書・異

議申立書

【行政不服審査法第14条第4項】

審査請求・異議

申立てを行う者
行政庁 総務省

住民票の写し又は住民票記載事項証明書の送付の

請求に係る文書

【住民基本台帳法第12条第6項】

申請者 市区町村長 総務省

戸籍謄抄本の交付申請に係る文書

【戸籍法第10条第4項】
申請者 市区町村長 総務省

戸籍の届出書

【戸籍法第47条】
届出人 市区町村長 総務省

債権譲渡登記に関する登記申請書

【債権譲渡登記令第9条】

国家公務員共済組合法に基づく給付の請求、申出

又は届出に係る文書

【国家公務員共済組合法第112条】

申請者

組合員

登記官

国家公務員共済組合

総務省

財務省

信書 差出人 受取人 所管省庁
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国税の納税申告書

【国税通則法第22条】
納税者 税務署長 財務省

特定調達契約の入札に係る文書

【国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令第9条】

入札に

参加する者
各省庁契約担当官等 財務省

私立学校教職員共済法に基づく給付の請求、申

出又は届出に係る文書

【私立学校教職員共済法施行令第45条】

私立学校教職員

共済の加入者

日本私立学校振興・

共済事業団
文部科学省

保険給付に関する処分等に不服がある場合の審

査請求書・再審査請求書

【社会保険審査官及び社会保険審査会法第4条第

3項】

審査請求・再審

査請求を行う者

社会保険審査官、

社会保険審査会
厚生労働省

保険給付等に関する処分等に不服がある場合の

審査請求書・再審査請求書

【労働保険審査官及び労働保険審査会法第8条第

2項】

審査請求・再審

査請求を行う者
労働保険審査官 厚生労働省

鉱業権の登録に係る申請書

【鉱業登録令第22条】
申請人 経済産業局長 経済産業省

退職金等の請求又は掛金若しくは過去勤務掛金

の返還の請求に係る文書

【中小企業退職金共済法第34条】

被共済者
独立行政法人勤労者

退職金共済機構
厚生労働省

共済金等の支給の請求又は掛け金若しくは申込

金の返還の請求に係る文書

【小規模企業共済法第24条】

共済契約者
独立行政法人中小

企業基盤整備機構
経済産業省

共済金の貸付け、解約手当金若しくは完済手当

金の支給又は申込金の返還の請求に係る文書

【中小企業倒産防止共済法第20条】

共済契約者
独立行政法人中小

企業基盤整備機構
経済産業省

事業の準備のための立入許可の申請書

【土地収用法第11条第1項、第135条第1項】
起業者

国土交通省、

都道府県知事
国土交通省

信書 差出人 受取人 所管省庁
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土地調書等の記載事項に関する異議申出書

【土地収用法第36条の2第6項、第135条第1項】

土地所有者、

関係人
収用委員会 国土交通省

土地収用等の裁決申請を受けた公告に対する意

見書

【土地収用法第43条第1項、第135条第1項】

土地所有者、

関係人
収用委員会 国土交通省

土地区画整理組合の事業計画に係る意見書

【土地区画整理法第20条第2項、第134条第1項】
利害関係者 都道府県 国土交通省

第一種市街地再開発事業に係る権利変換計画に

ついて提出する意見書等

【都市再開発法第136条第1項】

施行地区内の

土地等に関し権

利を有する者等

都道府県 国土交通省

信書 差出人 受取人 所管省庁

反則金の納付に係る通告書

【道路交通法施行令第47条第3項、第49条】

警視庁、

道府県警察本部
反則者

内閣府

（警察庁）

国の関与に関する審査の申出に係る文書

【地方自治法第250条の13第6項】

普通地方公共

団体の長その他

の執行機関

国地方係争処理委員会 総務省

投票用紙、投票用封筒及び不在者投票証明書

【公職選挙法施行令第53条第1項及び第2項、第

54条第1項第2号、第98条】

市区町村選挙

管理委員会委員長

選挙人、不在者投票

管理者又はその代理人
総務省

不在者投票の投票用紙

【公職選挙法施行令第60条第1項】

不在者投票

管理者

市区町村選挙管理

委員会委員長
総務省

郵便等投票証明書

【公職選挙法施行令第59条の3第1項】

市区町村選挙

管理委員会委員長
申請者 総務省

② 行政機関等が送付する信書

信書 差出人 受取人 所管省庁
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在外選挙人証（記載事項の変更・再交付に限る）

【公職選挙法施行令第23条の7第6項、第23条の8

第3項】

在外選挙人名簿の

属する市区町村

選挙管理委員会

選挙人 総務省

在外投票の投票用紙及び投票用封筒

【公職選挙法施行令第65条の11第2項】

市区町村選挙管

理委員会委員長
選挙人 総務省

投票所入場券

【国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法

律第13条第9項】

市区町村選挙管

理委員会委員長
選挙人 総務省

課税権の帰属等に関する決定に係る通知文書

【地方税法第8条第5項】

総務大臣、

都道府県知事
関係地方団体の長 総務省

課税権の帰属等に関する都道府県知事の決定に

不服がある場合に裁決を求める旨の申出に係る

文書

【地方税法第8条第6項】

市区町村長 総務大臣 総務省

地方団体の徴収金の賦課徴収又は還付に関する

文書

【地方税法第20条第1項】

地方団体 送達を受けるべき者 総務省

法人税額等の分割等に関する総務大臣の決定に

係る通知文書（法人の都道府県民税関連）

【地方税法第59条第5項】

総務大臣
関係都道府県知事、

納税者
総務省

法人税額等の分割等に関する総務大臣又は都道

府県知事の決定に係る通知文書（法人の市区町

村民税関連）

【地方税法第321条の15第5項】

総務大臣、

都道府県

関係市区町村長、

納税者
総務省

法人税額等の分割の基準となる従業者数の修正

又は決定に対する不服に関する都道府県知事の

決定に対する裁決を求める旨の申出に係る文書

（法人の市区町村民税関連）

【地方税法第321条の15第6項】

市区町村長 総務大臣 総務省

信書 差出人 受取人 所管省庁
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あつせん、調停、仲裁、責任裁定、原因裁定又

は証拠保全の手続に係る書類

【公害紛争処理法施行令第17条第1項】

公害等調整委員会 紛争の当事者等 総務省

開示請求に対する行政文書の写し

【行政機関の保有する情報の公開に関する法律施

行令第6条第1項、第13条第4項】

行政機関の長 開示請求者 総務省

開示請求に対する保有個人情報に係る文書の写し

【行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律施行令第12条、第19条】

行政機関の長 開示請求者 総務省

強制執行に関し公証人が作成する公正証書

【公証人法第57条の２第1項】
裁判所 破産者又は破産管財人 法務省

債務名義の正本・謄本又は執行文及び文書の謄本

【公証人法第7条第1項、公証人手数料令第39条第

1項、第42条】

公証人 債務者 法務省

一般調査期間の変更決定の裁判書

【破産法第118条第4項】
裁判所

破産管財人、破産者、

破産債権者
法務省

中央更生保護審査会又は地方更生保護委員会の

決定書の謄本又は抄本

【犯罪者予防更生法第55条の2第2項】

中央更生保護審

査会又は地方更

生保護委員会

犯罪者 法務省

一般調査期間の変更決定の裁判書

【会社更生法第147条第4項】
裁判所

管財人、更生会社、

届け出た更生債権者

等、株主等

法務省

登記事項概要証明書又は登記事項証明書

【債権譲渡登記令第21条】
登記官 申請者 法務省

告知書及び催告書等の執行官事務に関する文書

【執行官法第10条第1項第1号】
執行官 当事者 法務省

信書 差出人 受取人 所管省庁
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船舶の所有者等の責任の制限に関する法律に基

づき送達する文書

【船舶の所有者等の責任の制限に関する法律第15条】

裁判所、管理人 関係人 法務省

民事執行の手続に関する文書

【民事執行法第16条第4項】
裁判所書記官

送達を受ける場所の

届出をしない者
法務省

登記ファイルに記録されている事項を証明した書面

【電子情報処理組織による登記事務処理の円滑化

のための措置等に関する法律第3条】

登記官 申請者 法務省

民事裁判関係文書

【民事訴訟法第107条第1項】
裁判所書記官 当事者 法務省

営業の譲渡に関する株主総会の決議に代わる許

可の決定の要旨を記載した書面

【民事再生法第43条第4項】

裁判所 株主 法務省

管理命令

【民事再生法第65条第6項】
裁判所 財産所持者等 法務省

一般調査期間の変更決定の裁判書

【民事再生法第102条第3項】
裁判所

再生債務者、管財人、

届出再生債権者
法務省

資本の減少等を定める条項に関する許可の決定

の要旨を記載した書面

【民事再生法第166条第2項】

裁判所 株主 法務省

鉱害賠償登録簿の謄本又は抄本

【鉱害賠償登録令第8条第4項】
登記所 申請者 法務省

後見登記に関する登記事項証明書又は閉鎖登記

事項証明書

【後見登記等に関する政令第16条】

登記官 請求者 法務省

信書 差出人 受取人 所管省庁
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国税に関する犯則事件に係る通告書

【国税犯則取締法施行規則第10条】

各地方国税局、

税務署
反則者 財務省

関税に関する犯則事件に係る通告書

【関税法施行令第101条第1項】
各税関 反則者 財務省

国税に関する通知文書

【国税通則法第12条第1項】

税務署長その他

の行政機関の長

又はその職員

送達を受けるべき者 財務省

対外直接投資の内容の変更又は中止の勧告又は

命令に係る文書

【外国為替令第13条第1項】

財務大臣
対外直接投資の

届出をした者
財務省

対内直接投資等又は技術導入契約の締結等を行

ってはならない期間の延長に係る文書

【対内直接投資等に関する政令第3条第7項、第5
条第5項】

財務大臣及び

事業所管大臣

対内直接投資の

届出をした者
財務省

免許漁業原簿の謄本又は抄本

【漁業登録令第10条第2項】
登録庁 請求人 農林水産省

農水産業協同組合貯金保険機構が行う機構代理

貯金者のための議決権行使に係る通知文書

【農水産業協同組合の再生手続の特例等に関する
法律第27条第2項】

農水産業協同

組合貯金保険機構
機構代理貯金者 農林水産省

鉱業原簿の謄本又は抄本

【鉱業登録令第10条第2項】
登録庁 請求人 経済産業省

特定鉱業原簿の謄本又は抄本

【特定鉱業権関係登録令第6条第2項】
経済産業大臣 請求人 経済産業省

在外者に特許管理人がないときの手続の却下の

処分及び決定の謄本

【特許法第192条第2項】

審判長 在外者 経済産業省

信書 差出人 受取人 所管省庁
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鉄道抵当原簿及び鉄道財団目録の謄本又は抄本

【鉄道抵当法第38条第2項】
国土交通省 請求者 国土交通省

車両登録事項等証明書

【道路運送車両法第22条第2項】
国土交通省 請求者 国土交通省

関係当事者の申請による仲裁手続に関する書類

【土地収用法施行令第1条の7の5第3項】
仲裁委員 関係当事者 国土交通省

土地収用に関する書類及び通知文書

【土地収用法施行令第4条第1項第2号】

収用委員会の

庶務を処理する

職員

申請者 国土交通省

負担金等の督促状

【道路法第73条第2項】
道路管理者

負担金等を

納付しない者
国土交通省

建設工事の請負契約に関する紛争処理に関する

文書

【建設業法施行令第25条第5号】

建設工事紛争

審査会
当事者 国土交通省

手数料及び延滞金の督促状

【道路整備特別措置法施行令第14条第2項】

地方道路公社、

独立行政法人日本

高速道路保有・

債務返済機構

手数料等を

納付しない者
国土交通省

手数料及び延滞金の督促状

【高速自動車国道法施行令第10条第1項】
国土交通大臣

手数料等を

納付しない者
国土交通省

ダム使用権登録簿又は閉鎖ダム使用権登録簿の

謄本又は抄本

【ダム使用権登録令第16条第2項】

国土交通大臣 請求者 国土交通省

大深度地下の使用認可の通知等に係る文書

【大深度地下の公共的使用に関する特別措置法施

行令第7条第2項】

国土交通省等 認可事業者等 国土交通省

信書 差出人 受取人 所管省庁
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開示請求に係るファイル記録事項の写し

【特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の改善の促進に関する法律施行令第8条第3項】

主務大臣 開示請求者 環境省

信書 差出人 受取人 所管省庁

手形の引受拒絶・支払拒絶があった旨の通知文書

【手形法第45条第5項】
所持人 裏書人、振出人 法務省

小切手の支払拒絶があった旨の通知文書

【小切手法第41条第5項】
所持人 裏書人、振出人 法務省

覚せい剤の譲渡又は保管換えに関する文書

【覚せい剤取締法第14条第2項】

覚せい剤

製造業者

覚せい剤施用機関、

覚せい剤研究者
厚生労働省

普通為替証書等

（土地等の収用に対する補償金等）

【土地収用法第100条の2第1項】

起業者 補償を受けるべき者 国土交通省

賦課金等の督促状

【土地区画整理法第41条第2項】

土地区画

整理組合
賦課金等の滞納者 国土交通省

換地処分の公告により確定した清算金の督促状

【土地区画整理法第110条第4項】

土地区画整理

事業の施行者
清算金の滞納者 国土交通省

招集命令書

【自衛隊法施行令第93条、第102条の5第1項及び

第2項、第102条の10第1項】

各地方連絡部 予備自衛官 防衛省

招集命令を受けた予備自衛官が招集に応じられ

ない旨の申出に係る文書

【自衛隊法施行令第88条第2項、第89条第2項】

予備自衛官 各地方連絡部 防衛省

予備自衛官が行う住所変更等の届出に係る文書

【自衛隊法施行令第102条】
予備自衛官 各地方連絡部 防衛省

③ その他の信書

信書 差出人 受取人 所管省庁




